
平成２９年度 決算書

ダイジェスト版

「北緯４５度 癒しの里」
ロマン息づく大自然の町－中頓別

目 次
平成２９年度決算状況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １
監査委員の決算審査意見・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１４

平成３０年１１月
中頓別町

http://www.town.nakatombetsu.hokkaido.jp/nakatombetsu.nsf/image/c5d7f260def2128a492576470023ad9a/$FILE/nakamoto.jpg


平成２９年度各会計の決算額は、下記のとおりです。

本年度の一般会計も含めた８会計の予算総額は、４，９５３，５８０千円

で前年度と比較して、５０２，５２６千円の減額予算となりました。

歳入面では、予算総額に対し、１５０，８３９千円の減収となりましたが、

４，８０２，７４１千円を確保し、一方、歳出面では、予算総額に対し、３

０９，５０８千円の不用額が発生し、４，６４４，０７２千円の執行となり、

次年度に繰越して利用できる財源が１５８，６６９千円となりました。

本町は、町税等の自主財源が少なく、国から交付される地方交付税に頼っ

ている財政基盤の脆弱な町であることから、今後とも財政の健全化を図りつ

つ、住民生活の向上や住民福祉の増進に努めてまいります。

以下個別の内容について申し上げます。

各会計ごとの決算状況
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会　計　の　内　容 収　入 支　出

町の一般的な仕事をする会計で下記の会
計を除いたものです。

３４億６,６２０万円 ３３億５,０１６万円

教習生の授業料などを収入に普通自動車
免許、大型特殊免許の講習を行っていま
す。

３,５０７万円 ３,４９７万円

国民健康保険税などを収入に加入者の医
療費の給付などを行っています。

３億２,５２５万円 ２億９,６５３万円

収 益 的
収 支

５億１,３１２万円 ５億０,６８２万円

資 本 的
収 支

３,１６３万円 ３,６４１万円

水道使用料を収入に浄水場などの維持管
理と町民への給水サービスを行っていま
す。

８,８１８万円 ８,７６１万円

下水道使用料を収入に終末処理場の維持
管理と下水道サービスを行っています。

９,０９２万円 ９,０４９万円

介護保険料などを収入に要介護認定を受
けた方に介護・支援サービスを行ってい
ます。

２億２,４７７万円 ２億１,３４８万円

老人保健制度に替わる制度で、保険料な
どを収入に広域連合などの負担金の支払
いを行っています。なお、医療費などの
給付は全道すべての市町村で構成する後
期高齢者医療制度広域連合が行っていま
す。

２,７６０万円 ２,７６０万円

４８億０,２７４万円 ４６億４,４０７万円

会 計 の 名 称

一 般 会 計

自 動 車 学 校

国 民 健 康 保 険

国 保 病 院
医療収益を基に町民への医療サービスを
行っています。

水 道

合 計

下 水 道

介 護 保 険

後 期 高 齢 者 医 療



◆財政指標（１）

※実質赤字比率、連結実質赤字比率は赤字がないため、比率は発生しませんでした。

※将来負担比率は将来の負担額より地方交付税で措置される額や基金（貯金）の現在高を合わせた
額のほうが大きいため、比率が発生しませんでした。

実質赤字比率
福祉や教育、観光や道路建設
など行政運営の基本的な経費
をまとめた一般会計における赤
字の程度を指標化したもの

連結実質赤字比率
全ての会計の赤字や黒字を合
算したうえで、町全体の赤字の
程度を指標化したもの

実質公債費比率
一般会計の借入金返済額の
ほか、特別会計の借入金に対
する負担額や借入金に準じた経
費の負担額を合算して指標化し
たもの

将来負担比率
実質公債費比率の算定に基
づく経費のほか、職員の退職手
当、一部事務組合などの負債の
うち、一般会計が将来負担する
可能性のある額の大きさを指標
化したもの

◆財政指標（２）

※いずれの会計も赤字がないため、比率は発生しませんでした。

資金不足比率

それぞれの公営企業会計の赤字額を、料金収入などの事業規模と比較して指標化し
たもの
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区分 健全化判断比率 早期健全化基準 財政再生基準

実質赤字比率 － 15.0% 20.0%

連結実質赤字比率 － 20.0% 30.0%

実質公債費比率 0.3% 25.0% 35.0%

将来負担比率 － 350.0%

特別会計の名称 資金不足比率 経営健全化基準

国民健康保険病院事業 －

水道事業 －

下水道事業 －

20.0%



実質公債費比率とは、町の収入に対する町全体の借金返済額の比
率を示す財政指標です。

今年度は、昨年度の実質公債費比率2.6％より2.3ポイント減少し
た結果、国の制約を受けない協議団体となっております。財政健全
化法による健全化判断比率の実質公債費比率は3ヵ年平均で算定され
ます。

今後も引き続き地方債借入額を最小限に抑えるとともに、後年度
の返済に係る財源を積み立てるなど、公債費負担の軽減を図りなが
ら、財政運営の健全化に努めていきます。
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※ 公債費元利償還金は、決算統計のルールに従って算出した推移ですので、決算の数

値とは異なります。



１ヵ月の収入合計 ３６万２千円（40万3千円）の内訳

給料(72.1％)

基本給
１万７千円

町税
１億６千万円

能力(歩合)給
２０万５千円

地方交付税
地方譲与税などの国

からの交付金
１９億７千万円

手 当
３万９千円

国庫支出金
道支出金

３億７千万円

繰入金
９千万円

預金引き出し(2.5％)

使用料・手数料など
１億９千万円

パート収入(5.5％)

町債
５億４千万円

ローン借入れ(15.5％)

繰越金
１億５千万円

前月からの繰越金(4.4％)

今年は、給料が減ってしまった。でも
ローン借り入れを抑えることができたな。
繰越金は少し増えたけど、これからも、給
料が減るかもしれないから、できるだけ借
金をしないようにがんばらないと・・・。
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金額を記載している（ ）は前年度金額

【1世帯あたり1ヵ月の計算方法】（例）
平成29年度収入→34億7千万円×1/799(世
帯数)÷12ヵ月＝36万2千円
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【1世帯あたり1ヵ月の計算方法】（例）
平成29年度支出→33億5千万円×1/799(世
帯数)÷12ヵ月＝34万9千円

１ヵ月の支出合計 ３４万９千円（３８万７千円）の使い途

家賃・光熱水費(16.9％)

総務費
５億７千万円

衛生費
４億５千万円

医療・衛生費(13.5％)

民生費・農林水産業費・商工費
１０億円

衣料・食料費(29.8％)

教育費
２億６千万円

子供の学費(7.7％)

土木費
２億２千万円

家や道路の整備代など(6.6％)

公債費
４億３千万円

ローン返済(12.9％)

議会費・労働費・消防費など
４億２千万円

その他(12.6％)

今年も昨年に引き続き将来に備えるため
の貯金ができたわ。家賃・光熱水費や衣
料・食糧費も節約できているし、子供の学
費が増えてくるからこれからもがんばらな
いと。それにまだまだローンの返済が重く
のしかかっているし、より一層節約してが
んばらなきゃね。

金額を記載している（ ）は前年度金額



総額 ４億６，４５９万円

特別会計は独立採算性が基本です。お金が足りない場合は、一般会計の仕事を我
慢してもらって繰り出すことになります。つまり、町民の皆様へのサービスを一部
我慢してもらうことになります。この繰り出しが多いことは健全な財政とはいえま
せん。ただし、特別会計繰出金の中には国の制度により繰り出すもの（ルール分）
があります。このルール分は削減できませんが、それ以外の不採算運営費（赤字）
に伴う繰出金の削減が、財政の健全化のための重要な課題といえます。
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（単位：千円）

平成29年度 平成28年度 増減

☆ルール分のみ繰り出しの会計

　●国民健康保険へ 1,338万円 3,874万円 ▲ 2,536万円

　●介護保険へ 2,963万円 3,101万円 ▲ 138万円

　●後期高齢者医療へ 1,320万円 1,294万円 26万円

☆不採算運営費補てんのある会計

　●自動車学校へ 840万円 1,172万円 ▲ 332万円

　　　うち不採算分 840万円 1,172万円 ▲ 332万円

　●国保病院へ 3億0,876万円 3億1,540万円 ▲ 664万円

　　　うち不採算分 2億5,528万円 2億3,644万円 1,884万円

　●水道へ 3,392万円 3,446万円 ▲ 54万円

      うち不採算分 1,352万円 1,378万円 ▲ 26万円

　●下水道へ 5,730万円 6,057万円 ▲ 327万円

　　　うち不採算分 632万円 3,882万円 ▲ 3,250万円

事 業 名 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年

自 動 車 学 校 － 4,700 3,760 600 2,492 9,389 19,669 9,600 11,720 8,400

国 民 健康 保険 14,970 21,641 29,904 17,231 15,600 21,338 39,605 14,292 38,743 13,384

老 人 保 健 2,323 140 － － － － － － － －

国 保 病 院 184,511 185,749 218,106 263,624 259,297 209,631 216,401 307,038 315,395 308,759

水 道 26,814 21,936 78,628 21,937 20,684 20,684 20,685 21,989 34,461 33,923

下 水 道 65,000 89,000 74,000 144,500 68,300 66,260 196,630 49,484 60,567 57,295

介 護 保 険 25,732 24,147 25,433 25,959 26,506 27,941 32,850 32,556 31,008 29,632

後期高齢者医療 10,072 11,543 11,811 11,603 13,107 12,600 13,491 13,681 12,943 13,198

合 計 329,422 358,856 441,642 485,454 405,986 367,843 539,331 448,640 504,837 464,591



-7-

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年

（単位：千円）

自動車学校 国民健康保険 老人保健

国保病院 水道 下水道

介護保険 後期高齢者医療



■道路

中頓別駅向線交付金事業 3,527万円

　改良・舗装工事　78ｍ

　町道中頓別弥生線との交互点（旧石灰工場）より約147ｍが完成しま
した。そのうち平成29年度は78ｍの区間を整備しました。

秋田原野線交付金事業 3,620万円

　改良・舗装工事　133ｍ

　国道275号より秋田稚宇区へ向かう道路を工事しました、平成29年度
は、国道交互点より370ｍ先（かえで団地）から133ｍの区間を整備しま
した。

橋梁修繕事業 2,008万円

　橋梁長寿命化修繕設計業務委託

　川向敏音知線藤山橋外一修繕工事

長寿命化修繕計画 1,493万円

　町内24橋の橋梁点検業務（近接目視点検）

■農業

中山間地域等直接支払交付金交付事業 3,172万円

　農地面積に応じて交付金を交付し、農地の保全等を図るための取り
組みを行いました。

草地畜産基盤整備促進事業 1,943万円

　飼料基盤の整備、集約的な施設の整備を行い、資料基盤に立脚した
規模拡大及び生産コストに努め、持続的な畜産経営の確保育成を図り
ました。

■林業

林業専用道天北線開設事業 1,928万円

　小頓別地区の北電変電所施設付近から音威子府方向の山林内の区
間について、林業専用道を整備しました。
再生可能エネルギー電気・熱自立的普及促進事業 1,015万円
　再生可能エネルギーの地域内循環による新たな受給体制による雇用
の創出や、高齢社会に対した快適な生活環境の向上を図るための木
質バイオマスボイラーの導入可能性を調査しました。
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■商業・観光
商工業振興対策推進事業 1,791万円

　町民の生活支援と町内経済の活性化を目的として、プレミアム型商品
券を発行しました。また、商工業の事業拡大や設備の整備改修、後継
者への事業継承を円滑に進めるための助成を5件に行いました。

暮らし体験フォローアップ事業 3,024万円
　平成28年度に新たに策定した観光振興計画に基づき、観光地域づく
りの主体となる新たな組織作りに向けた準備や、敏音知地区を中心と
した観光関連施設の再整備方針の検討、本町の魅力を発信するため
のプロモーション用コンテンツの作成や、体験観光を主体とした観光商
品の企画協議等を実施しました。

■生活

特別養護老人ホーム施設整備助成事業 2億7,500万円

　老朽化した特別養護老人ホームの増改修事業に係る経費を助成しま
した。（平成28年から平成30年度の3ヵ年事業です。）

■病院
医療機械器具等整備事業 3,158万円
　住民の皆様により良い医療サービスを提供するため、老朽化・故障し
た医療機器等の更新及び新規導入をしました。
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紙面等の都合により、臨時的かつ金額の大きい事業のみ掲載しました。な
お、詳細の資料を希望する方は中頓別町役場総務課政策経営室までご連絡
ください。また、中頓別町ホームページで詳細資料を掲載しておりますの
で御利用ください。

中頓別町ＨＰアドレス

http://www.town.nakatombetsu.hokkaido.jp/
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４０億２，６２８万円

公共事業を抑制したことにより借入金残高が、年々減少傾向にありましたが、

特別養護老人ホームの増改築に伴い借入額が増加しております。

これらの借入金のうちの多くは、返済額の一定割合を地方交付税で国から交

付されるしくみになっています。たとえば、もっとも借入額が大きい「過疎

債」では、元利償還金の70％が地方交付税で補てんされます。町は公共事業

を実施する場合、こうした有利な「借金」を活用するように工夫してきました。

さらに、平成28年度から借金をする場合に、返済に係る財源として交付税

で補てんされない分を積み立てております。このことで、後年度の負担が実質

無くなることとなります。

平成28年度末 平 成 29 年 度 平 成 29 年 度 平成29年度末

地 方 債 残 高 借 入 高 返 済 高 地 方 債 残 高

38億8,514万円 5億4,031万円 3億9,917万円 40億2,628万円

＋ － ＝
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４９億４，７７５万円

独立採算を基本としている公営企業（水道、下水道、病院）においても

事業を実施するため、起債（借金）の借入を行っており、そこの存在する

借金は中頓別町が支払うべき借金総額となります。（南宗谷消防組合や南

宗谷衛生施設組合などの一部事務組合に対しての負担金にかかる分は含ま

れておりません。）

平 成 28年 度 末 平 成 29 年 度 平 成 29 年 度 平成 29年 度末

地 方 債 残 高 借 入 高 返 済 高 地 方 債 残 高

一 般 会 計 38億8,514万円 5億4,031万円 3億9,917万円 40億2,628万円

水 道 会 計 4億2,053万円 3,224万円 3億8,829万円

病 院 会 計 8,695万円 1,340万円 144万円 9,891万円

下 水 道 会 計 4億7,469万円 4,042万円 4億3,427万円

計 48億6,731万円 5億5,371万円 4億7,327万円 49億4,775万円
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平成29年度 平成28年度 増減

財政調整基金 8億7,820万円 8億7,807万円 13万円

減債基金 6億6,727万円 6億6,717万円 10万円

長寿園施設改修拡張事業基金 3億5,730万円 3億7,271万円 ▲ 1,541万円

天北線代替輸送確保基金 3億0,345万円 3億0,339万円 6万円

畜産振興基金 3,142万円 3,059万円 83万円

まちづくり基金 1億2,649万円 1億2,647万円 2万円

土地開発基金 2,202万円 2,201万円 1万円

地域福祉基金 1億1,447万円 1億1,445万円 2万円

中山間水と土保全基金 623万円 623万円

豊かな環境づくり基金 474万円 474万円

ふるさと応援寄附基金 1,006万円 840万円 166万円

公共施設整備等基金 7億7,380万円 8億0,070万円 ▲ 2,690万円

地域活性化基金 5億3,767万円 4億9,737万円 4,030万円

未来を担うこどもの健全育成と

教育の基金
2,425万円 2,484万円 ▲ 59万円

地方創生基金 4億4,339万円 4億5,775万円 ▲ 1,436万円

介護保険給付費準備基金 711万円 711万円

水道事業特別会計基金 1万円 1万円
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この、「町の家計簿」に用いている数値、金額については、各会計

での決算書の数値をもとにつくっています。

しかし、他の財政数値として公表されるもののほとんどが決算統計

（地方財政状況調査）で集計された数値を使うのが一般的とされてい

ます。また、財政状況を示す数値（経常収支比率、実質公債費比率な

ど）についても決算統計で集計された数値を使っています。

各会計決算書と決算統計で集計をする場合に根拠（集計上のルー

ル）が異なるため、数値が異なる場合が生じますので、あらかじめご

了承願います。

異なる内容として、一例をあげますと、現在、一般会計で、償還

（借金の返済）してる起債の一部において、水道、下水道、病院に係

るものが含まれています。決算統計のルールとして、そうした費用に

ついては、それぞれの公営企業決算統計にて計上することとされてい

るため、普通会計での決算統計では除外されているからです。また、

人件費についても、予算決算では総務費で議会、教育、水道等の特別

会計を除く全ての人件費を支出しています。しかし、決算統計では、

これらの人件費をそれぞれの目的（民生費、土木費など）に振り分け

て計上しています。こうしたルール上の金額の組み換え、除外が数点

あるため、決算上の数値と決算統計上の数値と異なるという現象が生

じてきます。

さらに、各種数値について、一般会計、普通会計、○○特別会計、

公営企業会計等さまざまな財務上の括りがあり、どこの数値を公表し

ているのか、その表題に必ず記述するようにしていますので、ご確認

下さい。

※各会計について、わかりやすく記述すると下記のとおりとなります。
今後、数値を公表する場合においては、決算統計の数値を載せてい

ます等の注釈を記述し、よりわかりやすい数値、資料の提供を行って
いきたいと考えています。

中頓別町各会計整理表

国民健康保険病院事業会計
水道事業会計
下水道事業会計

公営企業会計

自動車学校事業会計

一般会計

普通会計

国民健康保険事業会計
介護保険事業会計
後期高齢者事業会計

特別会計

※決算統計上の会計区分

〈コラム〉公表されている決算等の数値に相違が生じる場合があります。



-14-

監査委員の決算審査意見

平成２９年度中頓別町各会計歳入歳出決算審査は、平成３０年６月

２５日から８月１７日（中頓別町国民健康保険病院事業会計）、７月

３０日から８月１７日（中頓別町一般会計等その他全会計）の日程で

行われました。監査委員からの決算審査意見書の要旨をお知らせいた

します。
～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

決算審査意見書の要旨

１．中頓別町国民健康保険病院事業会計

（１）現状

平成２９年度国保病院事業会計決算は、損益計算書で２１７千円

の純利益となり、累積欠損金は１０９，７８３千円となっている。

収益的収支の一般会計繰入額が前年度２７８，９１３千円から本

年度２９３，７６３千円と１４，８５０千円増加しており、普通交

付税の減少が見込まれる中、他の特別会計と同様に町の財政運営を

大きく圧迫している。

町内に養護老人ホーム、特別養護老人ホーム、知的障害者更生施

設を有していることや高齢者比率３９．１％という状況を考慮する

と、現在５０床の病院機能を維持していくことが求められるが、将

来的には北海道の地域医療構想に基づき有床診療所への転換を検討

する必要が出てくると考えられる。

しかし、常勤医師１名体制、欠員看護師を採用できないことから、

医師については地域医療振興財団、医育大学医局等から、看護師に

ついては民間事業者からの派遣により運営していることから費用が

割高となり、医業費用に占める給与費の割合が平成２９年度におい

ては７５．０％と高く、患者数も医師１名では限界であり、１日平

均入院１２名、外来５７名と低迷していることから医業収益の低下

を招いている。

（２）改革の方向性

常勤医師、看護師の確保による医業費用に占

める給与費の逓減と、患者数増による医業収益

の向上により運営の効率化を図ることが重要で

ある。
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（３）具体的な改革事項

① 常勤医師の確保

深刻な都市部への医師偏在により過疎地域における医師確保は極めて

困難を伴うが、国に対して医師の地域偏在及び地域格差解消と自治体病

院の経営安定のための財政支援を求める声を発し続けながら、関係機関

医育大学、民間への募集活動を継続すべきである。

② 医師及び医療技術者の確保

「医師及び看護師等の養成に関する条例及び規則」を「医師及び医

療・福祉技術者等の養成に関する条例・規則」に改正したことを受け、

奨学金の借入等の一括返還や新たな養成助成制度の創設と助成対象を拡

大したことなど、助成金の拡充を図る取り組みをアピールポイントとし

て養成機関への募集活動を強化すべきである。

（４）留意すべき事項

医師確保について、給与面においてある程度高額な待遇を保障しなけ

ればならないことに対する議会を含めた住民合意と、常勤医師２名体制

になった後も長期間勤務してもらうため、学会、研修機会を保障するた

めの派遣医師を継続する必要があることから、支出削減に向けた検討が

必要である。

一方、常勤医師２名体制により、受け入れ可能患者数は増加すると思

われるが、近隣町村も含めて過疎化による人口減少が進行している現状

では、飛躍的に患者数が増加することを見込むことはできないため、訪

問看護事業及びリハビリテーション事業の充実など特色ある病院経営の

検討が必要と考える。

項 目
平成29年度 平成28年度 増減

入院
患者数

延 数 4,350人 5,593人 ▲1,243人

1日平均 12人 15人 ▲3.0人

患者１人１日当り診療収入 20,580円 22,577円 ▲1,997円

外来
患者数

延 数 13,915人 13,932人 ▲17人

1日平均 57人 57人 0人

患者１人１日当り診療収入 5,857円 6,173円 ▲316円
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２．一般会計及び特別会計（国民健康保険病院事業会計を除く）

平成22年度において早期健全化団体（実質公債費比率判断基準

25.0%以下）から脱却し、平成29年度においては0.3%と着実に財

政の健全化が図られている。

しかし、財政力が脆弱な本町にとっては歳入の5割を超える地方交

付税が財政健全化法4指標の算定基礎となる標準財政規模（分母）に

大きく影響し、国の経済情勢、本町の人口減少などから、平成30年

度においても想定を上回る減少となっていることから、将来とも安定

した交付額を期待することはできない。

平成29年度末の公債借入残高（町債元金）は、49億4千8百万円

（前年度末48億6千7百万円）とまだまだ重い負担であることから、

さらなる行財政改革をすすめ、各種財政指標の逓減を図ることが重要

である。

審査の結果、前年度指摘事項に対する改善があったことは評価する

が、下記について指摘事項が認められたので改善を図られたい。

（指摘事項）

① 町税等の収入未済額の解消について

町税等の収入未済額の解消については、催告、督促、さらに差押

え処分を行うなどの努力にもかかわらず184千円増加し、病院会計

を除く平成29年度末の収入未済額は9,621千円に達しており、所

得格差の拡大など社会的な増加要因はあるが、納税者、利用者に対

して不公平感を与え、納税、納付意欲の低下を招くことがないよ

う、より一層収入未済額の減少に努めていただきたい。

② 普通交付税の基準財政収入額の過大算定による報告誤りについて

平成29年度普通交付税基準財政収入額のうち法人税割を過大算

定し、誤った数値を報告したことにより交付税額を2億5,700万円

の減少を生じさせたことは、町民の行政に対する信頼を著しく失墜

させる結果となり、極めて憂慮すべきことである。次年度以降に錯

誤措置額として今回の減少分が交付されるものであったとしても、

町民の信頼回復のため、反省と再発防止に万全を期することを強く

求めるものである。
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